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金融危機後のロシア経済 と長期経済発展戦略
RussianEconomyaftertheFinancialCrisis

andtheLongTermEconomicDevelopmentStrategy

小 崎 晃 義
AkiyoshxKozaki

は じめ に

2000年5月 ロシアの大統領 に就任 したウラ

ジー ミル ・プーチンは,新 政権 の発 足にあた

り,2010年 までの社会経済政策の基本方針 を

策定す るよう指示 し,そ の結果 「2010年まで

の ロシア連邦 の発展戦略」が作 成 された.こ

の報告書は,取 りまとめ にあたった経済発展

貿易相 のゲルマ ン ・グレフの名 を冠 して 「グ

レフ ・プ ログラム」 と呼ばれ ている.

このプ ログラム を基礎 として,ロ シア政府

は 「長期展望 におけ るロシア政府 の社会経済

政策の基本指針」,「2000-2001年 の政府 の行

動計画」な どの政府計画 を策定,承 認 し,グ

レフ ・プ ログラムが政策 として実行 に移 され

るこ とになった.

1998年 の通 貨 ・金 融 危機 で,92年 以 降 の

IMF主 導の市場経済化 の失敗 が明 か とな っ

た今,グ レフ ・プログラム は,Rシ アが今後

どの よ うな経済体制 を 目指 そ うとしているの

か を示 している点で注 目に値 す る.

本稿 では,ま ず最初にsこ の長期戦略が実

行 に移 される出発点 として,金 融危機以降,

急速な回復 を見せ たRシ ア経済の現状 を概観

してお く.次 に,グ レフ ・プ ログラムの概要

とその特徴,そ してそれに対 す る代表的エ コ

ノ ミス トたちの批判 を紹介 す る.最 後 に,こ

のプ ラグラムへ の評価 と今後のプー チン政権

の経済政策 の課題 を考察 す る.

は じめに

1.金 融 危機後の ロシア経済

2.長 期発展戦略一 グレフ ・プログラム

3.グ レフ ・プ ログラムへの批判

おわ りに一 評価 と課題

1.金 融危 機 後 の ロシア経 済

1.1.急 速 な回復

1998年8月 の通貨 ・金融危機 はロシア経済

に大 きな ダ メー ジ を与 え た1).98年 の実 質

GDPは4.6%低 下 し,鉱 工業 生産 は5.2%減

少 した.さ らに投 資の落 ち込み は著 し く,

7.0%の 減少 を記録 した.こ れ らの実 績か ら

1999年 初頭 には,『ロシア国内で も世 界で も,

『ロシア経済 の前途 についての悲観論 が支配 し

た.と ころが,そ の後 ロシア経済は急速 な立

ち直 りを見せ た.

ここで,本 稿 執筆 時(2000年12月)に おけ

るロシア経済 の回復傾 向を,す でに発表 され

ている1-9月 期 の主要 な経済指標 で概観 し

ておこ う(表1).

まず,1999年 にす でに3.2%の 成 長 に転 じ

た実質GDPは,こ の期 間において前年 同期

比7.3%(推 定値)の 増加 を記録 してい る.
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表1.ロ シアの主要経済指標

Vol.XXX,No.2.3.4

1998年 1999年 2000年

1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 備 考

実質GDP(%)
一4
.6 3.2 8.4 6.7 7.3 年初からの合計の前年同期比

鉱工業生産指数(%) 一5
.2 8.1 10.7 13.0 11.9 10.3 10.4 10.3 10.0 10.0 9.7 同上

消費者物価指数(%) 84.4 36.5 2.3 3.4 4.1 5.0 6.8 9.5 11.5 iz.s 14.1 99年12月 に対す る増加率

工業生産者価格指数(%) 23.2 67.3 4.0 7.9 10.7 12.4 14.4 17.0 a1.o 23.i 25.4 同上

実質基本資本投資(%)
一7
.0 4.5 9.7 14.1 15.4 15.7 X6.9 17.4 17.2 z7.s X7.5 年初からの合計の前年同期比

連邦財政収支(1臆 ルーブル) 一95
.9
一51
.4 12.1 27.1 30.3 52.8 81.6 102.3 122.8 137.0 156.2 期末(財務省)

対GDP比 3.2 1.2 2.2 3.5 3.3

通貨供給量M2(%) 25.0 57.2 一 ユ
.4 4.5 3.4 4.9 5.5 7.3 4.4 3.1 3.0 期末,前 期比

公定歩合(%) 60.0 55.0 45.0 45.0 33.0 33.0 33.0 33.0 f 1 1 期末 年率

実質所得(前期比,%) 一16
.3
一17
.0
一2
.6 8.8 14.0 7.6 8.8 12.1 11.8 11.0 11.7 年初からの合計の前年同期比

輸 出(10億 ドル) 74.9 75.8 6.9 15.0 24.3 32.4 40.7 49.0 57.8 66.8 75.E 国際収支ベース伸央銀行)

輸 入(10億 ドル) ! 39.6 2.9 6.3 9.9 13.3 16.7 20.3 23.9 27.6 31.2 同上

貿易 収支(10億 ドル) 16.9 36.2 4.0 8.7 14.4 19.1 24.0 28.7 33.9 39.2 44.2 同上

金 外 貨準備(100万 ドル) 12,480 11,504 12,456 12,948 13,657 15,532 17,091 19,570 20,996 23,302 23,731 期末(中央銀行)

対 ドル為替レート(ルーブル) 23.0 27.0 28.6 28.7 28.5 ., 28.3 28.1 27.8 27.8 27.8 期末,年 率

出所:ロ シア統計国家委貝会

これ を受け て,ロ シア政 府は,当 初1.5%程

度 と予想 していた2000年 の経 済成長率 を7%

へ と大幅に上方修正 した.

鉱工業生産 は同期 間で9.7%増 加 した.こ

れは 「過去10年 間,あ るいは20年 間 なかった

(アバ ルキン経済研 究所所長)」2)ほ どの歴史

的 な出来事 であ る

一方
,消 費者物価 は,ル ー ブルの暴落によ

って高騰 した輸入物価 の影響 で,98年 は84.4

%と 跳ね上が ったが,99年 には36.5%へ と順

調 に低下 し,2000年 の 当該 期 間 に お いて は

16.5の 増加 で留 まっている.月 間の上昇率 も

1～3%の 間に落 ち着 いてお り,年 間のイン

フ レ率 も20%程 度 と予測 されてい る.た だ し,

工業分野の生産者物価 は,投 資の増加 を受け

て25.4%増 と加熱気味 であ り,今 後の動向に

注意が必要 であ る.

生産面の立 ち直 りに対 して,回 復 の遅れて

いた実質所得 も11.7%増 加 した.た だ し,依

然 として金融危機前 の水準 までは戻 っていな

いこ とは特筆すべ きであろ う.平 均的 な労働

者 の生活は以前 として厳 しく,一 部の地方や

業種 では,給 与 の遅配が解消 されていない.

貿易収支 は,原 油価格 の高騰 とルー ブル安

に よる輸入 の低迷か ら黒字 を順調に伸 ば して

いる.そ れに応 じて金外貨準備高 も過去最高

を記録 した.98年 の危機直前 とは違い,中 央

銀行 は為替市場へ の介入に強力なフ リーハ ン

ドを有 してい る.

貿易黒字 と輸 出課徴金 の賦課等 による歳入

増加策 に よる税収増加 を背景に,連 邦政府 の

財政収支 は,99年 の51.4億 ルーブルの赤字か

ち2000年 は黒 字 に転 じ,こ の期 間 です で に

GDPに 対す る財政黒字の割合は3.1%に 達 し

てい る.98年 の金融危機 の原因になった財政

赤字が解 消 され た こ とは,IMFへ の依 存度

が低下 し,ロ シア政府が独 自の経済政策 を採

る余地 が増大 した ことを示 している3).

1.2.回 復 の背景 と問題点

なぜ 「ロシア経 済はこの ように急速 に立 ち直

ったのであ ろうか.一 般 的には2つ の要 因が

挙げ られ る.

一つはルー ブルの下落である
.金 融危機 後

ルーブルの対 ドル レー トは4分 の1に 下落 し
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た.ロ シア人 は貿易 自由化 による輸入 品ブー

ム と政策的 に高 く維持 されて きたルーブルに

よって,食 料 品や雑貨 などの生活必需 品か ら

高価 な嗜好 品にいた るまで,輸 入 品に依存す

る生活 を長 く続 けて きた.そ のため,急 激 な

ルーブルの下落 による輸入物価の上昇 は,国

民生活に大 きな打撃 を与えた.し か し,国 民

の需要が輸入 品 との競争の中で質 的に も向上

して きた比較 的安価 な国産 品へ と徐 々にシフ

トし,そ れに応 じて国内生産 が増加 した.

二つめの要 因は原油価格 の上昇 であ る.原

油価格 は99年 初め には1バ レル10ド ル台に低

迷 していたが,2000年3月 にはは30ド ル台ま

で上昇 した.ロ シアの輸出に 占め る原油 と石

油製 品の割合 は17%近 くを占めてお り,国 際

収支が大幅 に改善 された.

さらに,上 記の2つ 要 因以上 に今回の回復

過程 において注 目すべ き点は,国 内投資の増

加傾 向であ る.1992年 の市場経済移行後 ロシ

アでは一貫 して大幅 な投資の減少が続いてい

た.と ころが今 回 は,1999年 には4.5%の 増

加 に転 じ,2000年 の当該期 間には17.5%と 著

しい伸 びを見せ てい る.こ れは,国 内の政治

的安定 を背景 に して,企 業家の投資意欲が確

実 に向上 してい るこ とを示 している.

ただ し,こ の投資増大の背景 には最近 のロ

シア政府に よる軍事支 出の増大が影響 してい

ることに も注意 しなければ ならない.1999年

のNATOに よるユー ゴス ラビア空爆 を契機

に,ロ シア では政府 も国民 も軍事支出の増加

に対 して寛容 にな って きてお り,国 内のチェ

チェン紛争の長期化 も手伝 って,新 政権 は軍

事支 出 を増や しつつあ るこ とを明言 している.

ロシアは,現 在 で もソ連時代 の生産構造 を引

き継いでお り,軍 事 生産 と民需生産が密接 に
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関連 してい る.し たがって,軍 事支 出の増加

は船舶,航 空機 だげではな く,通 信機器 など

の民需生産への大 きな波及効果 をもつので あ

る.

このよ うに,現 時点でのロシア経 済の良好

な状況 は,主 として外部的要因によ るもので

あ り,Rシ ア経 済 自身の成長 メカニズムが作

動 した結果 とは未だ言いが たい.と はいえ,

本格的 な経済構造改革 を伴 う長期戦 略を実施

す る出発点 としては,か つ てない絶好 の機会

と言え よう.

2.長 期発展戦略一 グレフ ・プログラム

2.1.3つ の政府計画案

1999年 末,当 時首相 だったプーチン大統領

が戦略研究 センターに社会 ・経済発展 の長期

戦略 の作成 を依頼 し,そ の結果提 出 された報

告書が 「2010年 までのロシアの発展戦略(以

下 「発展戦略」)」であ る.こ の報告 書は,同

センター理事長であ り,現 在経済発展貿易相

であ るにゲルマ ン ・グレフが中心 とな り取 り

まとめ たので 「グレフ ・プログラム」 と呼ば

れてい る.

戦略研究 センター とは1999年12月 に設立 さ

れた シン クタン クで,「社 会,政 治,経 済状

況 の総合的分析 と国家の発展戦略 を策定す る

こ と」4)を目的 としてい る.同 セン ターの設

立評議会 には,国 民経済予測研究所,高 等経

済学院 国立大学,経 済分析研 究所,比 較法律

研究所,経 済改革労働 センターな ど著名な研

究機関が名 を連 ねている.ま た,エ フゲーニ

ー ・ヤー シン元経済相
,ア ン ドレイ ・イラ リ

オ ノブ経済改革実務 センター所長,ア レクセ

イ ・ウ リュカエフ,ビ ク トル ・イワンテルな

ど著名 な経済学者が幹事 として参加 している.



a40季 刊 創 価

このセンターは民間の基金 で運営 される組織

であるが,顧 問評議会議長 の ドミトリー ・カ

ザ クは大統領府副長官であ り,実 質的にはプ

ー チン大統領直轄の シンクタン クと言える も

のであ る.

ロ シア政 府 は2000年6月,こ の 「発 展 戦

略」 を土台 として3つ の政府計画 を承認 し,

実際にその戦略が実施 され るこ とになった.

それ らは① 「長期 的展望 におけるロシア政府

の社 会 経 済政 策 の 基本 方 向(「 以 下 基本 方

向」)」5)②「2000-2001年 の社会 政 策 と経 済

近代化 にお け るRシ ア政 府 の行 動 計画」③

「2000-2001年 の社 会政 策 と経 済近代化 にお

け るロシア政府の基本政策」 である.中 で も

「基本方 向」は戦略研究 セ ンター の 「発展戦

略」 とほぼ 同一の内容 であ り,こ れによって

プーチ ン政権の今後 の社会 ・経済政策の具体

的な内容 を伺い知 ることが で きる.

2.2.グ レフ ・プ ログラムの概要

戦略研究 センターか ら大統領 に提 出された

「発展戦 略」 は公式 には明 らか に され ていな

いが,そ の 内容 は早 くか ら一部 のマスコ ミに

よって報道 されて きた6).本 稿 では主 として

政府 よって正式に承認 され た文書 である 「基

本方向」 を土台に分析す るが,必 要 に応 じて

「発展戦略」 に も言及す る.

「基 本 方 向」 は第1部 社 会 政 策 と第2部

「経 済の近代化 」か ら構 成 され てい る
.た だ

し,第1部 の社会政策については別稿で取 り

上げ るこ ととし,本 稿 では第2部 「経済の近

代化」 に分析対象 を限定す る.

第2部 「経済の近代化 」の全項 目の構成 は

以下の とお りであ る.

1.好 ま しい企業 ・投資環境の創 出

経 済 論 集Vol.XXX,No.2・3・4

1.1.目 的 と課 題

1.2.一 般 的経 済条件

1.2.1.所 有 権 の保 護

1.2.1.1.所 有権保 護 の 原 則

1.2.1.3.債 権 者 の権i利の保 護

1.2.1.4.土 地 に対す る所 有 権

1.2.1.5.知 的所 有権 に対 す る保 護

1.2.1.6.所 有権 の保 護 と公 共 の利 益

1.2.1.7.執 行 力(エ ン フ ォー ス メン

ト)

1.2.1.8。 実 現段 β皆

1.2.2.競 争 条 件 の平等 化

1.2.2.1.競 争政 策 の 目的 とそ の実 現

の方策

1.2.2.2.法 的基 準基 盤 の 発 展

1。2。3.経 済活 動 の行 政 的 規制 の 削減

1.2。4.ビ ジネ スの情報 供 給 の 向上,会

計 と統 計 の改革

1.3.金 融 市場 と制度 の発 展

1.3.1.1.銀 行 制 度 改革 の 目的 と課 題

1.3.12.実 践的 方策

1.3.2.証 券 市 場 と投 資機 関 の発 展

1.3.2。1.証 券市場 の現状

1.3.2.2.証 券市場 発 展 の 目的 と課 題

1.3.2.3.実 践的 方策

1.3.3.保 険サ ー ビ ス市 場 の発 展

1.3.3。1.Rシ ア におけ る保 険業 の状

況

1.3.3.2.国 家保 険制 度 の 発 展 の 目的

と課題

1.3.3.3.ロ シア におけ る保 険業 の発

展 に関 す る実 践 的 方策

1.3.3.4.保 険 の発 達 に関 す る優 先 課

題 とその実 現段 階

1.3.4.商 品取 引市場 の発 展
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2.マ ク ロ経 済 政 策

2.1.予 算 政 策 の基 本 方 向

2.1.1.国 家財 政 の現状 と予算 政 策 の適

合 性

2.1.2.予 算政 策 の戦 略的 方 向

2ユ.3。 予 算 政策 の優 先 課 題

2.2.税 制 お よび 関税 政 策 の改 革

2.2.1.税 制 改 革 の戦 略

2.2.2.税 務 行 政

2.3.予 算 間 関係 の改 革

2.3.1.改 革 の 必要 陛 と目的

2。3.2.改 革 戦 略

2.3.3,支 出権 限

2.3.4.徴 税 権 限

2.3.5.財 政 援 助

2.3.6.副 国家 予算 の 管理

2.4.通 貨 ・信 用政 策

2.4.1.通 貨 ・信 用 政 策 とその遂 行 条 件

2.4.2.通 貨 ・信 用 政 策 の用具

2.4.3.通 貨 市 場 の発 展

2.4.4.支 払 い シス テム

3.構 造 政 策

3.1構 造 政 策 の 基本 方 向

3.1.1.構 造 政 策 の 目的 と課題

3.1.2.工 業 発 展 の方 向

3.1.3.イ ンフ ラ とサ ー ビス分 野 の発 展

方 向

3.2国 家 所 有 の管 理

3.2.1.国 家 占有企 業 の株 式会 社 へ の 改

組

3。2.2.国 家 の企業 活 動へ の参加 の最 適

化

3.2.3.国 有 不 動産 の管理

3。2.4.国 有 資産 の民 営化

3.3.経 済 の 技術 革新 的 発展

金融危機後のロシア経済 と長期経済発展戦略 24エ

3.3.1.技 術 革 新経 済発 展 の基 本 方 向

3.3.2.実 践 的 方策

3.4.運 輸 と産 業 イ ンフ ラの発 展

3.4.1.運 輸 イ ンフ ラ発 展 の基 本 的 目的

と課 題

3.4.2.自 動 道 路 シス テ ム と道 路 イ ンフ

ラの発 展

3.4.3.商 船 と航 空運 輸 の発 展

3.4.5.鉄 道 イ ンフ ラ と鉄 道 貨 物 部 門発

展

3.4.6.通 信 サ ー ビス の発 展

3.5.自 然独 占の 改革

3.5.1.燃 料 エネ ル ギー ・コ ンプ レ ッ ク

ス分 野 の 自然独 占に お け る構 造

改革

3.5.1.1.ガ ス工 業 に お け る構 造 改革

3.5.1.2.電 力 エ ネ ル ギー に おけ る構

造 改革

3.5.2.鉄 道 輸 送 シス テ ム の構 造 改 革

3.5.2.1.改 革 の 目的 と原則

3.5.2,2.必 要不 可 欠 な実 践 的 方策

3.5.2.2.1.鉄 道 運 輸 の機 能 化 の法

的基 盤 の整 備

3.5.2.2.2.企 業 活 動 と国家 管理 の

機 能 分 化 と公 開型株 式

会 社 「ロ シア鉄 道会 社

(RJHD社)」 の設 立

3.5.2.2.3.運 輸 会 社 の分 離 と組 織

形 成

3.5.2.2.4.そ の他 の方 策

3.5.3.通 信 分 野 の 自然独 占に おけ る構

造 改革

3.6.燃 料 エ ネル ギー ・コ ンプ レ ックス の

発 展

3.6.1.発 展 の 諸 問題 と傾 向
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3.6.2.燃 料 ・エ ネ ル ギー ・コンプ レ ッ

クス に お け る国家政 策 の実 現機

能

3.7.国 防産 業 コ ンプ レ ッ クスの発 展

3.8.農 工 コンプ レ ッ クス の発展

3.8.1農 産 物 政 策 の 目的 と課 題

3.8.2農 工 コ ンプ レ ッ クスに おけ る構

造 改革

3.8.3.農 工 コ ンプ レ ッ クス市場 の規制

3。8.3.1.市 場 規 制 の基 本 的 原則

3.8.3.2農 産 物 市場 の規制

3.8.3。3農 業 に お け る土地 市 場 の規

制

3。8.4農 工 コ ンプ レ ッ クスに対 す る制

度 的政 策

3.8.5.信 用一 財 政 お よび税政 策

3.8.6農 村 の発 展

3.8.7農 産 物 部 門 に対 す る学 術 的,専

門的,お よび 人員 的供 給

3.9.土 地 と不動 産 市場 の発 展

3。9.1.基 本 方 向 と戦 略 的 目標

3.9.2.土 地 とそ の他 不 動 産 に対 す る所

有 関係 の 改 革

3.9.3.効 率 的利 用,民 間 流通 お よ び不

動産 取 引対 象 の創 設

3.9.4.土 地 とそ の他 不 動 産 の分 野 にお

け る国 家政 策 の制 度 的供 給

3.10.国 家対 外 経 済 政 策

期待 され る結 果

ところで,こ の 「基本 方向」 は戦略センタ

ーに よって大統領 に提 出された 「発展戦略」

を土台に している と先 に述べ た.し か し,両

者 を比較 す る と,第1部 「社会 政策」,第2

部 「経済の近代化」 とい う大 きな構 成は同 じ

経 済 論 集Vol.XXX,No.2・3・4

であ るが,細 部 の項 目にはい くつかの相違 が

見 られ る.と りわけ,政 府 の財政政策 と金 融

政策に関する部分 は 「基本方 向」 では 「発 展

戦略」 よ り大幅に簡略化 されている.例 えば,

「発 展戦略」で は 「2.1.1.国 家財 政 の現状 と

予算政 策の適合 性」に は,「2.1.1.1.拡 大 予

算の債務 と財源のバ ランス」,「2.1.1.2.拡 大

予算財 源の性格 」,「2.1.1.3.国 家財政の管理

システム」の小 項 目に分 け られ,詳 細に記述

されて い る.ま た,「2.1.2.予 算政策 の戦 略

的方向」 も 「2.1.2⊥ 財源に応 じた債務 の導

入」,「2.1.2.2.国 家財政の効率的 な管理 シス

テムの創 設」,「2.1.2.3.基 盤機能 の遂行 にた

いす る国家財源の集 中化」,「2.1.2.4.国 家負

債 と資産の管理」 となって いる.こ のこ とは,

既得権益の削減 に対す る行政部 門の抵抗が反

映 され た もの と推察 され興味深い.

2.3.グ レフ ・プ ログラムの特徴

基本的概念

グレフ ・プログラムの作成者たちの基本的

な現状認識は,ロ シア経済 は世 界経 済の発展

か ら徐々 に立ち遅れつつ あ り,経 済力の上 で

その存在感 を失 いつつあ るとい う危機感 にあ

る.そ して,そ の危機 を克服す る唯一 の方法

は,ロ シア経済が主要 な先進国の経 済成長率

を上 回る成長 を遂げ ることである と考 えてい

る.

その 目的 を達成す るためのプ ログラム全体

の基本的概 念は,「 国家の役割 を維持 しなが

らも自由主義原則 を基本 に した経済の近代化

を推進す ること」 であ る.す なわち,民 間企

業 の活力 こそが経済成長 の原動力 であ り,そ

の活力 を引き出すには,経 済活動への国家の

干渉 を最小化 し,個 人や企業 の所有権(特 に

土地 と不動産)の 保護の確 立,平 等 な競 争条
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件の創 出,そ して公正 で開放的な金 融市場 を

整備 しなければな らない としてい る.

しか し一 方では,市 場 の調整用具 としての

国家に よる効率的 なマ クロ経済政策 が重要 で

ある とし,税 制 ・関税 改革,連 邦 と各地 方予

算のバ ランス と権限の分担,中 央銀行 の独 立

性 を前提 とした機渤 的な金融 ・信 用政策 の実

施 な どが提起 されてい る.こ の ように,こ の

プログラム は90年 代初頭 にロシアで盛んに議

論 され た 「急進主義」や 「漸進主義 」な どの

単純化 した市場原理主義 に囚われない,現 在

世界の主要 な先進国で実現 されてい る 「混合

経 済体制」 とその政府が採用 してい る一般 的

なマ クロ経済政策 の考 え方 に立脚 してい ると

い うこ とが言 える.

構造改革 とその実施段階

このプ ログラムの特徴 の一つは,構 造 改革

の内容 とその実施段階が設定 されてい ること

であ る.ロ シア経済の構造改革 として以下の

ような課題が掲げ られている.

①産業の競争力 を向上.特 に高度技術加工

業 の分野の発展 を集 中的に促進 ② 蓄積 され

た構造的 な歪の是正.す なわち,補 助金 に よ

って維持 されている非採算セ クターの りス ト

ラ.③ 商 品お よび金融市場への国家介入,技

術革新 の メカニズム,国 家 による複雑 な規制

な ど非効率的 な制度の現代的な市場 経済に適

合 した形への移/7.④ 新 しい情報技術 を基盤

とした経済 システムへの移行.⑤ エネル ギー

と運輸分野の独 占状態の解消.

構造改革 の実施 は3つ の段階に分 け られて

い る.

第1段 階(2000年)で は,新 しい競 争条件

を提供す る法的基盤の整備,財 政の均衡化 を

実施す る.ま たこの段 階では,政 府 は企業 に

金融危機後のロシア経済 と長期経済発展戦略 z43

対 して新 しい経済政策 の導入の シグナル を与

える.

第2段 階(2001-2003年)は,新 しい原則

を基礎 とす る経済政策 を実現す る段階 である.

すなわち,こ の段階 では規制緩和,所 有権 と

平等 な競争条件の確 立が基本テーマ となる.

また,国 家 の財政投資が生産 と金融インフラ

ス トラクチャー の更新 に集 中され,経 済活動

に対す る租税負担が軽減 され る.そ れによっ

て企業家のイニ シアチ ブが経済成長 の主たる

牽引力にな る.

第3段 階(2004-2010年)は,大 規模 な構

造改革が完 了す る段階 である.こ の段階では

資本投資が蓄積 され,国 際競争力が向上 し,

資本 と労働力の よ り効率 的 な移動が可能 にな

ることが想定 されて いる.ま た,ル ーブルの

購買力が上昇 し,利 子率 に よる景気 の調整が

有効 な手段 となる.そ して国内総生産におけ

る国家の経済活動の割合 が低下 し,外 国投資

を含む投資活動が活発化す ることが期待 され

てい る.

しか しなが ら,こ れ らの構 造改革 にはエ リ

ツィン時代 に勢力 を伸 ば した新興財 閥の利権

や既得権溢 の大規模 な削減 を伴 うため,こ れ

らの勢力 とプーチ ン政権 との激 しい確執が予

想 され る.

数値 目標

従来 までの経済計画 と比べ て,グ レフ ・プ

ログラムの最 も大 きな特徴 は,主 要 な経済指

標 の数値 目標が時系列 で設定 されて いるこ と

であ り,そ れ らは 「期待 され る結果」 として

表にまとめ られてい る(表2).

中で も最 大 の特色 は,実 質GDPを2001年

か ら2004年 の間には4%～5%,2005年 か ら

2010年 にわた っては平均5.2%増 加 させ る と



244 季刊 創 価 経 済 論 集

表2.2010年 までの経済発展戦略の 目標値

Vol.XXX,No.2.3.4

1999 2000 2001 Zoa2 Zoos 2004 2005-2010

実質GDP成 長率(%) 3.2 5.0 4.1 4.6 5.1 4.7 5.2

名 目GDP(10億 ル ーブ ル) 4545 5837 6964 7907 :"1 10,023 18,932

名 目GDP(10億USド ル) 18&.1 205 229 234 261 284 457

1999年 に対する増加率(%)

GDP全 体 5.0 9.3 14.3 20.1 25.7 70.3

最終消費支出 3.6 7.8 13.3 18.9 25.1 71.6

家計消費 5.0 9.8 16.1 22.8 28.9 82.1

政府支出 1.5 4.1 7.3 10.2 16.5 45.5

基本フォン ドの総蓄積 5.8 18.2 31.2 51.4 69.5 170.7

名 目GDPの 構成(%)

GDP全 体 100.0 100.0 100.0 104.0 100.4 100.0 100.0

最終消費支出 68.6 65.5 65.8 66.8 67.1 67.8 i

家計消費 50.5 48.5 48.7 49.9 50.5 50.9 54.6

政府支出 15.4 14.7 14.6 14.6 14.2 14.4 13.6

総蓄積 15.1 17.6 21.7 23.0 24.7 25.6 27.2

基本フォン ド 15.9 ., 20.3 2!.6 23.4 24.7 27.2

在庫増 1 一a
.7 Y.4 1.4 1.3 0.9 o.o

純輸出 16.3 16.9 12.6 1q.2 8.2 6.6 2.0

GNP,%GDP 95.9 97.9 ':1 ・:1 ・ ・ ・ ・ 99.6

総貯蓄,%GDP 25.5 30.6 31.5 31.0 31.0 30.7 28.7

消費者物価上昇率,%(年 平均〉 37.0 13.0 la.o 11.0 9.0 7.0 6.0

年平均対 ドル為替 レー ト 24.4 28.4 30.3 33.8 34.5 35.2 41.3

輸 出,10億 ドル 74.7 84.6 81.2 83.8 86.4
.. 104.2

輸 入,10億 ドル 39.4 45.9 54.0 59.9 65.1 XO.7 95.3

外 貨 準備,年 末,10億 ドル 9.4 X9.1 24.2 32.8 35.2 39.1 52.4

出所:ロ シア経済発展貿易省

い う高い経 済成長率の想定 であ り,こ れ こそ

がこのプロ グラムの根 幹である.

ところが,そ の高成長の要 因 をGDPの 構

成要素か ちみ ると,家 計消費は横 ばい,政 府

支 出は2004年 までは上昇す るが後半 は減少,

また純輸 出 も減少す る とい う見通 しが設定 さ

れてい る.す なわち年率5%以 上 の経済成長

を支 えるの は もっぱら投資の増加 とい うこ と

に な る.実 際,投 資(基 本 フォ ン ドの総 蓄

積)は,2001年 か ら2004年 までは10-15%,

2005-2010年 までは年 平均8.1%と い う極 め

て高い伸 びが想定 されてい る.

対外経済 関係 では,世 界経済の景気低迷 に

よって輸 出が減少 し,資 本財 を中心 として輸

入量の増加す る結果 として純輸出が減少す る.

その ため2004年 までに年 間の貿易収 支 は200

億 ドル,経 常 収支 は100億 ドル に減 少 し,

2010年 には貿易収 支 は100億 ドル,経 常 収支

は50億 ドル以下にな ると想定 されている.し

か し,国 内経済への影響 は資本流出の減少に

よって相殺 され ると説 明 されてい る.

ルーブルの為 替 レー トは10年 間で緩やかに

減価 し,2010年 で1ド ル41.3ル ーブルが想定

され てい る.ま た,今 後10年 間に国家 の金外

貨準備 高は3倍 近 く増加す る.

インフレ率 は徐 々に低下 し,2004年 以降は

10%以 内に抑 え られ る.ま た,2005年 には国

民の4割 を占め る低所得層 の所得 を倍増 して
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貧 富の差 を10倍 以 内に縮小す るこ とが予定 さ

れてい る.

これ らの数値 目標 は,そ れが設定 され いる

こと自体 一歩踏 み込んだ もの として評価 で き

る.し か し,そ の内容 はかな り楽観 的 といわ

ざるを得 ない.と くに,こ のプログラムの実

現の要 である投 資に関 しては,現 在 のロシア

の状況 か らみて民間の設備 投資が,こ のプ ロ

グラムで提起 されている投資環境 の整備 だけ

で増加 し続け ると期待す ることには無理が あ

る と思われる.

金融危機後のロシア経済 と長期経済発展戦略

3.グ レフ ・プ ログラム へ の批 判

グレフ ・プ ログラムは,多 くの識者 によっ

て批判 されてい る.こ こでは,著 名 な3人 の

経済学者,ア ン ドレイ ・イラ リオ ノブ,レ オ

ニー ド・アバルキン,ウ ラジー ミル ・マエ フ

スキーの批判 を紹介す る.

3.1.イ ラ リオノブの批判

ア ン ドレイ ・イラ リオノブ経 済改革実務 セ

ンター所長 は大統領経済顧 問であ り,戦 略研

究セ ンターか ら大統領 に提出 されたグレフ ・

プ ログラムの評価 を行 った7人 のメンバー7)

うちの一 人である.イ ラ リオ ノブはロシアの

経済学者 の中で も リベ ラ リス トとして知れて

お り,プ ー チンが彼 を経済顧 問に選 んだ こ と

によって,プ ーチ ン政権の経済改革路線が急

進的 ・自由主義 的な方 向を 目指 す もの と見 ら

れていた.

イラ リオ ノブは グレフ ・プ ログラムは 「漸

進 主義 の典 型」で あ り,「過去10年 間に い く

つか策定 され たあ りふれ た経済改革 プログラ

ムの一つ」 である として必ず しも全 てに満足

していないこ とを表 明 してい る.

また,グ レフ ・プログラムの想定す る10年
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間にわたっての5%以 上 の経済成長の達成 に

ついては,い くつかの 「もしも」が前提 とな

る としている.す なわち,① 政府 がこのプロ

グラムの一部 だけ を実行す るのではな く,全

て を実行 に移す こ と.② 政府 のプ ログラムの

採択 と実施 までの問への遅 れが十分 に短いこ

と.③ 世界経済の動向 と くにエネルギー価格

の予想 を大 き く間違 えない こと.さ らに,④

現在 すでに表面化 しつつ あ る国内価格の上昇

と政府 の介入規模 の拡大 とい う問題が近 い将

来に解決 され るこ となどである.彼 は,こ れ

らの前提が崩れ るならば5%の 成長 は不可能

であ り,ロ シアの経済成長率 は鈍化す るとし

て,近 い将来新 しいプロ グラムが必要になる

と予想 してい る.

3.2.ア バルキ ンの批判

グレフ ・プpグ ラムに対す るもっ とも厳 し

い批判 はロシア科 学アカデ ミー経済研究所所

長 レオニー ド ・アバルキンによるものであろ

う.

彼 は,こ のプ ログラムはロシア を債務への

隷属 とデフォル ト至 らせ,世 界で誤 りと認め

られた 「ワシン トン ・コンセ ンサ ス」の新 し

いバー ジ ョンに過 ぎない と批判す る.ま た,

この作成者 たちは,ロ シアの現実,メ ンタ リ

ティーの特殊性,国 民の心理 を理解 していな

い と主張す る.

以下 にアバル キンの批判す る論点 を見てみ

よう.

まず,グ レフ ・プ ログラムがエネルギー価

格 の引 き上げ を提案 していることについてで

あ る.ア バル キンは,こ の政策が実行 されれ

ば,ロ シア経済の国際競争力が さらに低下す

る と主張す る.ロ シアは気候的に も,地 政学

的に も他 の先進国 よ り不利 であ り,世 界市場



z4fi季 刊 創 価

で対等に競 争す るためには,む しろ国家 に よ

る国内産業 に対 して支援 が必要 である.彼 の

試算に よれ ば,も しこの政策が実行 されれば,

良 くて も1-1.5%の 成長がや っ とで,プ ロ

グラムが想定 している5-6%の 成長 は実現

不可能 で,先 進国 との差 を縮め るこ とはで き

ない.

次に,行 き過 ぎた民営化 による弊 害 を是正

す るための再国有化策や米国のレーガ ン政権

時代 に実施 され た法的減価償却期 間の削減 策

などがグレフ ・プ ログラムに含 まれていない

こ とが批判 されてい る.

また,グ レフ ・プログラムが課税の重点 を

企業 か ら国 民に移 そ うとしてるこ とに対 して,

アバルキンは順序が逆 であ ると主張す る.す

なわち,ま ず国民の所得水準 を少 な くとも3

年 以内に労 働 者の実質所得 を2～2.5倍 に引

き上 げ るこ とが先決 である.な ぜ ならば,賃

金の不払 いや不足は単 に需要 の削減 とい う短

期 的な問題 だけではな く,出 生率 の低 下や治

安 の悪化 な ど長期 的な問題 をもた らすか らで

ある.

現在賃金 を払 えない企業 が多いのは,通 貨

量が極端 に不足 しているか らである として,

現在GDPの13%に 過 ぎない通貨供 給量 を西

欧先進 国並 みの60～70%の 水準 に徐 厘 に上げ

なければな らない と主張す る.

また,グ レフ ・プログラムでは,2001年 か

経 済 論 集Vol.XXX,No.2・3・4

ら2002年 にかけて,輸 出 を削減 し輸 入 を140

億 ドル増加 させ ることを計画 してい るが,こ

れは立 ち直 りかかけてい る国内産業 に打撃 を

与えるだけで賢明な政策 ではない としてい る.

アバルキンは,現 在 ロシアは再生 のための

最後 のチャンスを迎 えてお り,も しグレフ ・

プ ログラムが2001年 か ら実施 に移 されれば,

ロシアは この最後のチ ャンス を失 うだろ うと

結論 してい る.

3.3.マ エ フスキーの批判

ウラ ジー ミル ・マ エ フ ス キー-8)は,グ レ

フ ・プログラムにはそれ 自身がpシ アにおけ

る経 済成長 とエネル ギー消費の問 に矛盾 を含

んでいる と批判 してい る.

すなわ ち,プ ログラムが想定 して る年率5

%の 経済成長 は,想 定 されてい る燃料 ・エネ

ル ギー消費では達 成で きない とい うのである.

プ ログラムでは1999年 を基準に して2010年 に

実質GDPが87%増 加す るの に対 して,国 内

の燃料 ・エネル`_消 費 は10%の 増加 に過 ぎ

ない.こ れは,ロ シア経済のエネル ギー消費

率が今後10年 間に70%も 低下す るということ

意味す る.彼 によれば,こ の ようなエネルギ

ー消費効率 の高 い伸 び は世界に例 をみ ること

が できず,非 現実的 であ る.例 えば,1980年

か ら90年 の先進 国の平均的 なエネルギー消費

は18%低 下 したにす ぎないか らであ る.し た

がって,マ エフスキー は老朽化 した設備 が万

表3.燃 料 ・エネル ギー資源の国内需要予測

単 位 2000年 2005年 2010年

実 質GDP,対1999年 比 0 3.5 20-40 43-87

エ ネ ル ギー消 費率,対1999年 比 a (一)3.2 (一)19-32.6 {一)35-70

国内消費

ガス 10億立方m 382.6 380-393 381-403

石油,石 油製品 100万 トン 204 202-210 201-221

石炭 100万 トン 204 202-210 241-221

出所'「 経 済 と生活 」2000年No.24
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延 しているロシアにおいて,先 進国を上回 る

エネルギー消 費効率 の上昇 を実現するには,

膨大な新規設備投 資が必要 であ り,そ れは ロ

シアの実情か ら考 えて不可能 であ ると主張す

る.

マエ フスキー試算 に よれば,仮 に国内のエ

ネルギー消費がプ ログラムが想定す るよ うに

2010年 で1999年 に対 して1.053-1.1倍 とす る

な らば,こ の間の実質GDPの 平均成長率 は

1-2%程 度 であろ うと主張 してい る.

小崎晃義:金 融危機後のロシア経済 と長期経済発展戦略

おわ りに一 評価 と課題

ウラジー ミル ・プーチ ンがエ リツィン元大

統領 の後継者 となるこ とが決 まったとき,彼

はロシアに長期的 な経済発展戦略がないこ と

を知 って驚いた とい う.そ して 「政府は消 防

隊 ではない」 と言 って その策定 を指示 した9).

その意味で,本 稿 で取 り上げた グレフ ・プロ

グラムが とにか く策定 され たこ とは評価 に値

す る.「 一定 の国家干渉 の もとでの市場 経済

主義.穏 健な改革路線(ヤ ー シン高等経済研

究所教 授 ・元経 済相)」 を目指す グレフ ・プ

ログラムは概 念的には,プ ーチ ン大統領 が政

策 に絡 んで常 々強調す る 「法律 の独裁」の考

え方に沿った ものであ る.

本稿 で述べ た ように,2000年 末 のロシア経

済 はかつてない良好 な状態 にあ り,プ ログラ

ムを実施す るグレフ経済発展 ・貿易相 も彼 の

プログラムを批判す る学者 たち も,今 が構造

改革 を断行 し,ロ シアが先進 国へ追 いつ くこ

とがで きるか もしれない 「最後のチャンス」

である とい う認識では一致 している.

しか し,ル ーブル安 と原油高 とい う現在 の

ロシア経済の好調 を支 える外部条件 はそう長

くは続かない と見 るのが妥 当であろ う.ロ シ
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アが政治的に安定 し,グ レフ ・プ ログラムの

投 資環境 の整 備 が進 め ば進む ほ ど,今 まで

「キ ャピタル ・フ ライ ト」 として大 量 に流出

して いた資本が ロシアに戻 り,ル ー ブルの対

ドル レー トを押 し上げ る圧力 は絶 えず高まる.

また,原 油価格 に関 して も,現 実 には石油は

供給が不足 している訳ではな く,現 在 の投機

的高騰 は一時的な もので早晩調整 され るに違

いない.

これ らの外部 的な支え をはず され た時,ロ

シア経済が 自立的に成長 を続 けるには,今 の

うちに構造改革 を断行 し,効 率的 な経済シス

テムに転換す る以外 に方法 はない.

プー チン政権 はす でに税制面 で一律13%の

所得税導入 な ど,計 画達成 に向け た段取 りを

徐々 に整 えつつあ る.だ が,98年 の金融危機

の影響 で機能不全 に陥 った銀行 システムの再

編,商 業銀行 の統廃合 といった経済安定化に

不可 欠な課題の実現 は容易 なこ とではない.

結論 として,グ レフ ・プログラムが想定 し

てい る年率5%以 上 という成長率 を達成す る

のは非常 に困難iである と言わざるを得 ない.

投 資環境 を整備 すれば,ロ シア経済 は投資の

急激 な増加 に牽引 されて成長軌道に乗 るとい

うグレフ ・プログラムの期待 は,92年 のシ ョ

ック療法 の支持者たちが よ りどころにした市

場万 能主義 を彷彿 させ る楽観、主義 と言 える.

近 い将来,グ レフ ・プ ログラムよ りもさらに

国家 の役割が強調 された新 たな 「産 業政策」

が必要 とされるであろ う.

グ レフ ・プ ログラムの キー一ワー ドであ る

「近代化」 とい う言葉は
,昭 和31年(1956年)

の 日本の経済 白書の 「もはや戦後で はない.

回復 を通 じての成長 は終わった.今 後 の成長

は近代化 に よって支 えられ る」 とい う有名 な
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言 葉 を 想 起 させ る.そ の 時 日本 は,傾 斜 生 産

方 式 と対 日援 助 に 支 え ら れ,ま た ドッ ヂ ラ イ

ン とい う厳 しい 引 き締 め 政 策 の 下,朝 鮮 動 乱

と い う外 部 か ら の 後 押 しに よ っ て,拡 大 再 生

産 の レー ル に 乗 っ た.

今 の ロ シ ア の 状 況 は,こ の フ レー ズ を 「も

は や 移 行 期 で は な い 」 と置 き換 え る と 当 時 の

日本 の 状 況 に 当 て は ま る.戦 後 の 日本 経 済 は

そ こか ら世 界 を驚 愕 させ た 高 度 成 長 を遂 げ る

の で あ る が,ロ シ ア が 現 在 の 好 機 を 活 か し て

21世 紀 の 最 初 の10年 で 世 界 を驚 か せ る た め に

は,ま さに 「日本 型 産 業 政 策 」 が 必 要 な の で

は な い だ ろ うか.
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